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特別支援学校（病弱）における小・中学校等の教員へのセンター的機能に関する調査
～からだの病気の児童生徒に関する支援～

National Institute of Special Needs Education2

＜研究の背景＞
病弱・身体虚弱の特別支援学級に在籍する児童生徒数は病弱の特別支援学校に在籍

する児童生徒数を上回っており、病気の子どもたちが地域の小・中学校（通常の学級
を含める）に多数在籍する状況がわかっている。

＜研究の目的＞
特別支援学校（病弱）のセンター的機能による小・中学校等への支援の充実や特別

支援教育コーディネーター等の専門性の向上に役立てることを目的とする。

全国病弱虚弱教育連盟 病類調査より
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調査の特徴
・地域の小・中学校等の教員へのセンター的機能
（特別支援教育等に関する相談・情報提供機能）
（小・中学校等の教員に対する研修協力機能）
 ※令和５年４月１日～令和６年２月１５日までの期間

・からだの病気のある児童生徒に関する支援

・全国特別支援学校病弱教育校長会 R５加盟校88校へ
＜Ⅰ 学校情報＞までは全ての加盟校が回答
＜Ⅱ 調査＞は該当校が回答

→在籍していないからだの病気の児童生徒へ支援を行った学校を対象
→小・中学校等の教員へセンター的機能を行った学校を対象
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令和６年８月時点での集計



Ⅰ 学校情報 （ｎ＝70）
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病弱単独校, 
41

他障害と併設校, 
29

設置形態
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在籍児童生徒の主な疾患
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小学生, 
1113, 54%

中学生, 
774, 37%

高校生, 
183, 9%

センター的機能の対象となった

小学生・中学生・高校生（在籍していない）の割合

（通学、入院、入所、在宅の合計）
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④主に在宅している高校生

③主に施設へ入所している高校生

②主に病院へ入院している高校生

①主に地域の高等学校等へ通学している生徒

④主に在宅している中学生

③主に施設に入所している中学生

②主に病院へ入院している中学生

①主に地域の中学校へ通学している生徒

④主に在宅している小学生

③主に施設に入所している小学生

②主に病院へ入院している小学生

①主に地域の小学校へ通学している児童

センター的機能の対象となった児童生徒（在籍していない）の内訳

小学生

中学生

高校生
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センター的機能の対象となった児童生徒の件数について
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行っている
88%

行っていない
12%

【在籍していないからだの病気の児童生徒へ支援を行った学校を対象】

地域の小・中学校等の教員へセンター的機能を行っているか?

＜理由＞
窓口はあるが、相談依
頼がない。

対象児童生徒がいない。

精神疾患、心身症、発
達障害に関する要請が
主になっている。

児童生徒及び保護者の
フォローを主に行って
いる。

学校から積極的に働き
かけていない。
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＜ニーズが高かった項目＞
〇合理的配慮・基礎的環境整備 〇体調面や健康面への支援、理解 〇自立活動の指導
〇病気の理解 〇心理面への支援、理解 〇関係外部機関との連携
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回答なし

⑱その他

⑰就学先及び学びの場の変更に関する内容

⑯進路に関する内容

⑮復学支援に関する内容

⑭ICT機器の活用、遠隔教育に関する内容

⑬医療的ケアに関する内容

⑫通常の学級で気になる児童生徒への支援、理解に関する内容

⑪特別支援学級や通級による指導を受けている児童生徒への支援、理解に関する内容

⑩心理面への支援、理解に関する内容

⑨体調面や健康面への支援、理解に関する内容

⑧病気の理解に関する内容

⑦保護者への支援に関する内容

⑥校内の支援体制に関する内容

⑤関係外部機関（医療、福祉、労働など）との連携に関する内容

④合理的配慮、基礎的環境整備に関する内容

③個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成に関する内容

②自立活動の指導に関する内容

①教科等の指導に関する内容

小・中学校等の教員へ、特別支援教育等に関する相談・情報提供機能として相談・情報提供した内容
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回答なし

⑱その他

⑰就学先及び学びの場の変更に関する内容

⑯進路に関する内容

⑮復学支援に関する内容

⑭ICT機器の活用、遠隔教育に関する内容

⑬医療的ケアに関する内容

⑫通常の学級で気になる児童生徒への支援、理解に関する内容

⑪特別支援学級や通級による指導を受けている児童生徒への支援、理解に関する内容

⑩心理面への支援、理解に関する内容

⑨体調面や健康面への支援、理解に関する内容

⑧病気の理解に関する内容

⑦保護者への支援に関する内容

⑥校内の支援体制に関する内容

⑤関係外部機関（医療、福祉、労働など）との連携に関する内容

④合理的配慮、基礎的環境整備に関する内容

③個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成に関する内容

②自立活動の指導に関する内容

①教科等の指導に関する内容

小・中学校等の教員に対する研修協力機能として行った内容

＜ニーズが高かった項目＞
〇自立活動の指導 〇病気の理解 〇合理的配慮、基礎的環境整備 〇心理面への支援、理解
〇校内の支援体制 ※一方で、回答なしも多い
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教員へ行った相談・情報提供機能、研修協力機能の
両方でニーズが高かった項目

〇自立活動の指導
〇合理的配慮、基礎的環境整備
〇病気の理解
〇心理面への支援、理解



Ⅱ 調査
センター的機能を実施した成果（自由記述）
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・教員に対して児童に対する障害の理解を深めることができた。学校内での連携や
協力体制の構築を考えてもらうことができた。保護者の不安感の軽減に対応するこ
とができた。

・情報交換会をリモートで実施し、地域の先生方の困り感に対してアドバイス等を
行った。先生方から参加して良かった等の声が届いた。本校の職員が今まで経験し
積み上げてきた学びを、地域に提供することができた。

・医療的ケアの理解が進み、通常学級での対応でも、個別の配慮が適切になされて
いる。児童・生徒への個別な対応については保護者から聞いて把握していることが
多かったが、学校としての動き（緊急時搬送、非常時持ち出し機器の把握、主治医
による行事参加の判断等）が共有されていないケースがある。特別支援学校での取
り組み例を示すことでスムーズに進めることができた。

・県内の市町村教育委員会や訪問を受け入れていただいた病院に訪問し、本校のセ
ンター的機能について説明する機会をいただいている。その場で情報交換ができて
いる。

・市町教育委員会や子ども課、福祉課、事業所、本校も参加する小中学校での支援
会議が増え、関係機関の連携が充実してきたことによりセンター的機能の内容も充
実してきている。



Ⅱ 調査
センター的機能の実施に関する課題（自由記述）

16 National Institute of Special Needs Education

・「病弱、身体虚弱の児童生徒」へのセンター的機能での支援を実施し
ているのは県内では本校が唯一になるが、周知が十分にはできていない
ため、相談件数は少ない。

・就学、学習、進路指導など相談内容が多岐にわたるのでコーディネー
ターの専門性を高めていく必要があると感じている。センター的機能と
して相談業務を担当できる教員の育成を計画的にすすめる必要がある。

・オンライン相談など相談方法の多様化を考えていくことが求められる。
近隣の学校宛に教育相談等に応じる案内を出しているが、依頼は少ない。
県立学校として、近隣の市町村立学校への支援体制に関する周知・連携
の仕方が課題と感じる。

・県内全域の小・中・高等学校からの教育相談を受けており、相談件数
は年々増えてきている。

・担任や管理職等の病弱教育の理解に差があり、支援が十分とはまだい
えない。
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＜センター的機能の充実につながるキーワード＞

〇特別支援学校（病弱）のセンター的機能の周知
〇子どもを中心とした様々な関係機関や人との連携
〇情報交換の機会や方法の工夫、支援体制の構築
〇専門性の向上や継承、人材育成（小・中・高・特）
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